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社会福祉法人きょうされん 

 

１．「福祉・介護職員等処遇改善加算」とは 

障害福祉分野における人材不足は、年々深刻さを増しており、その大きな原因として、 膨大な業務量に対し

て賃金が低いという現状があります。その一時的な対策として、国が報酬への加算というかたちで職員の賃金

アップにつながる措置を行なっています。 

当法人では、職員の賃金改善、職務内容の整備や研修の機会などのキャリアパス要件、また、職場環境の

整備などにより、算定要件を満たしていることから、この「福祉・介護職員等処遇改善加算の申請を行ない加

算が適用されています。「見える化要件」として、職場環境要件を公表することが加算取得の要件となっている

ため、環境整備についての具体的な取り組みを公表します。 

 

 

２．職場環境要件の取り組み内容 

 

（１）入職促進に向けた取り組み 

職場環境要件項目 法人としての取り組み 

法人事業所の経営理念や支援方針・人材育成方針、

その実現のための施策・仕組みなどの明確化 

入職時の新人職員研修の際に、法人理念および

「法人のめざす職員像」について説明している。さ

まざまな場面で法人理念の確認・唱和などを行な

っている。 

他業種からの転職者、主婦層、中高年齢者等、経験

者・有資格者にこだわらない幅広い採用の仕組みの

構築 

他業種からの転職者が正規職員の半数以上を占

めている。非常勤職員のほとんどが、未経験者・主

婦層からの採用となっている。 

 

（２）資質の向上やキャリアアップに向けた支援 

職場環境要件項目 法人としての取り組み 

働きながら介護福祉士の取得をめざすものに対する

実務者研修受講支援や、より専門性の高い支援技術

を取得しようとする者に対する喀痰吸引研修、強度行

動障害支援者養成研修、サービス提供責任者研修、中

堅職員に対するマネジメント研修の受講支援等 

働きながら、社会福祉士、精神保健福祉士、介護福

祉士の国家取得をした正規職員が11名いる。 

また、管理職養成研修を受講し、管理職になった職

員が 4名、管理職候補者が 2名いる。中長期のキ

ャリアアップに向けた研修受講をすすめている。 

エルダー・メンター（仕事やメンタル面のサポート等を

する担当者）制度等導入 

新人職員に対して、エルダー制度を導入し、サポー

トしている。 

上位者・担当者等によるキャリア面談など、キャリアアップ

等に関する定期的な相談の機会の確保 

年に 2 回、各部署の管理職が全職員と面談をおこ

ない、それぞれの目標や研修希望を聞いている。 

 

 

 



（３）両立支援・多様な働き方の推進 

職場環境要件項目 法人としての取り組み 

子育てや家族等の介護等と仕事の両立を目指す者の

ための休業制度等の充実、事業所内託児施設の整備 

「育児介護休業規程」を定め、育児や介護をしている

職員も働きやすい環境を整備している。 

有給休暇の取得促進のため、情報共有や複数担当制

等により、業務の属人化の解消、業務配分の偏りの解

消に取り組んでいる 

計画的に有休取得ができるよう、各部署でスケジュー

ル調整を実施している。年度途中で取得の少ない職

員へ取得を促し、取得日の相談を実施している。 
 

（４）腰痛を含む心身の健康管理 

 職場環境要件項目 法人としての取り組み 

業務や福利厚生制度、メンタルヘルス等の職員相談窓

口の設置等相談体制の充実 

各部署で定期的に面談を行なうと同時にストレスチ

ェックでストレス度の高い職員に対する所属部長の

面談や心理士による面談を実施している。 

事故・トラブルへの対応マニュアル等の作成等の体制

の整備  

安全衛生委員会を中心に事故の防止や対応マニュ

アルに沿った対応をすすめている。 
 

（５）生産性の向上のための業務改善の取り組み 

 職場環境要件項目 法人としての取り組み 

現場の見える化（課題の抽出、課題の構造化、業務時

間調査の実施等）を実施している 

各事業所の年度の総括会議などで、生産性向上のた

めの課題抽出と業務改善について検討し、次年度の

計画につなげている。 

５S 活動（業務管理の手法の１つ。整理・整頓・清掃・清

潔・躾の頭文字をとったもの）等の実践による職場環

境の整備  

安全衛生委員会が年 3回、安全衛生パトロールを行

ない、職場環境が５S に沿って整備されているかを確

認している。要改善箇所を抽出し、各担当や部署で改

善につなげている。 

業務手順書の作成や、記録・報告様式の工夫等による

情報共有や作業負担の軽減  

各業務の手順書やマニュアルを作成し、規定・マニュ

アルフォルダとしてデータで共有している。法人内の

各部署・委員会・担当ごとにメーリングリストを作成

し、簡単に情報共有ができる体制を整えている。 

業務支援ソフト（記録、情報共有、請求業務転記が不

要なもの。）、情報端末（タブレット端末、スマートフォン

端末）の導入 

出勤状況を業務支援ソフトで管理し、サービス提供記

録の作成や給付費請求を行なっている。出勤状況の

入力と利用者へのサービス提供記録の確認はタブレ

ット端末で行なっている。 
 

（６）やりがい・働きがいの醸成 

職場環境要件項目 法人としての取り組み 

ミーティング等による職場内コミュニケーションの円滑

化による個々の福祉・介護職員の気づきを踏まえた勤

務環境や支援内容の改善  

毎朝のミーティングで情報共有を図るとともに、定期

的な職員会議で各課題の検討議論をすすめている。

毎年の総括会議や法人の中期計画作成・推進も全職

員で議論し、決定している。 

利用者本位の支援方針など障害福祉や法人の理念等

を定期的に学ぶ機会の提供 

利用者主体の取り組みを重視し、利用者とともに学習

する場を作っている。法人職員全体学習会を年数回

開催し、法人理念や活動方針を学んでいる。 

 


